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第一部　労働者状態

III　賃金と労働時間

２　労働時間

労働時間の動向

　労働省「毎月勤労統計調査報告――全国調査」によると(第36表)、調査産業計の一九七九年の平

均総実労働時間は一七六・二時間で、前年の一七五・二時間に比べて一時間(〇・四％)の微増、製

造業では同じく一七七・九時間で、前年の一七五・六時間に比べて二・三時間(一・一％)の増となっ

ている。

　総実労働時間のうち所定内労働時間は、調査産業計で一六三時間(前年一六二・九時間)、製造

業で一六二・四時間(前年一六一・九時間)で、それぞれ微増している。所定外労働時間は、調査産

業計で一三・二時間(前年一二・三時間)、製造業一五・五時間(前年一三・七時間)で、それぞれ六・

八％、一三・六％の増加となっている。このように調査産業計、製造業とも所定外労働時間が増加し

たのは、前年にひきつづいた景気の回復を反映したものである。

　産業大分類別にみて、総実労働時間がもっとも長いのは、建設業一八八・九時間、ついで鉱業一

八八・七時間、運輸通信業一八二・七時間の順となっている。またもっとも短いのは、金融保険業一

六〇・九時間、ついで電気ガス水道業一六九・六時間である。所定外労働時間がもっとも長いのは

鉱業二二・三時間、ついで運輸通信業の一八・五時間、建設業一五・五時間の順である。

　産業中分類別にみて、総実労働時間がもっとも長いのは木材の一八九・二時間、ついで家具一八

七・六時間、出版印刷一八五・一時間の順となっている。またもっとも短いのは、化学の一六四・六

時間、ついで石油・石炭一七一・三時間、精密機器一七二・二時間、鉄鋼一七二・六時間の順であ

る。所定外労働時間がもっとも長いのは、出版印刷二二・九時間、ついで輸送用機器二二時間、非

鉄金属一九・一時間の順である。

　規模別の労働時間を製造業についてみると(第37表)、まず総実労働時間では五〇〇人以上が一

七四・二時間(一〇〇)であるのにたいして、一〇〇～四九九人の規模は一七六・四時間(一〇一・

三)、三〇～九九人の規模は一八三・六時間(一〇五・四)である。前年同様企業の規模が小さくなる

につれて総実労働時間は長くなっている。

　所定外労働時間の規模別格差をみると、五〇〇人以上の規模の企業が一七・七時間(一〇〇)で

あるのにたいして、一〇〇～四九九人の規模の企業が一五時間(八四・七)、三〇～九九人の規模

の企業が一三・五時間(七六・三)となっており、前年に比べていずれの規模の企業も所定外労働時

間は増加している。しかし規模の小さい企業ほど所定外労働時間が短く、総実労働時間とは逆の格

差となっている。このことは所定内労働時間は、企業の規模が小さいほど長いことを意味している。
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　つぎに製造業の規模別労働時間の対前年同期増減率を第38表によってみると、まず、総実労働

時間については五〇〇人以上の規模が一・四％増、一〇〇～四九九人の規模が一・一％増、三〇

～九九人の規模が〇・七％増、五～二九人の規模が〇・六％増となっており、規模の大きいほど増

加率が高い。所定外労働時間をみると、五〇〇人以上の規模が一八％増、一〇〇～四九九人の規

模が一三・四％増、三〇～九九人の規模が八・九％増で、この場合も規模の大きい企業の所定外

労働時間の増加率が高くなっている。

週休二日制

　労働省の「賃金労働時間制度総合調査報告」(七九年)によると(第39表)、なんらかのかたちで週休

二日制を採用する企業は四六・一％で、前年に比べて一・四％増加している。これを形態別にみる

と、月一回が一四・八％、月二回が一二・九％、隔週九・七％、月三回三％、完全五・六％となってい

る。前年に比べて比較的増加したのは、月二回と隔週であり、完全は前年と同率である。このように

週休二日制は、前年に比べていくらか普及したとはいえ、そのテンポは依然として停滞ぎみであると

いってよい。

　企業規模別にみると、一〇〇〇人以上の規模の企業では、なんらかのかたちの週休二日制の採

用が八九・三％におよんでいる。このうち、完全週休二日制は三二・二％で前年より〇・六ポイント

減、月三回が一五％で一ポイント増、隔週が一二・七％で一・五ポイント減、月二回が一五・二％で

〇・九ポイント増、月一回が一四・二％で〇・八ポイント増となっている。

　一〇〇～九九九人の規模の企業では、なんらかのかたちの週休二日制の採用率が六二・二％で

前年より一・一ポイント増加している。形態別では完全週休二日制一一・一％で前年より〇・二ポイ

ント増、月三回が四・七％で〇・五ポイント減、隔週が一三・三％で一ポイント増、月二回が一五・

九％で〇・二ポイント減、月一回が一七・一％で〇・五ポイント増となっている。三〇～九九人の規模

の企業では、なんらかのかたちでの週休二日制の採用比率は三八・一％で、前年の三六・六％に比

べて一・五ポイント増である。この規模の企業においては、完全週休二日制が二・五％、月三回が

二％、隔週が八・二％、月二回が一一・五％、月一回が一三・九％あり、月一回、月二回の比率が

高い。このように中小企業における週休二日制の普及が遅々としていることを示している。

　週休二日制の適用を受ける労働者数の割合をみると、七三％であり、前年の七二％に比べて一

ポイント増加している。これを企業規模別にみると、大企業で九四％(前年九三％)、中企業で六八％

(六七％)、小企業では四〇％(三九％)となっている。

　週休二日制の採用状況を産業別に労働者数の割合でみると、電気・ガス・水道・熱供給業(九

九％)および金融・保険業(九七％)のほか、製造業では石油・石炭(九七％)、化学(九六％)、非鉄金

属・電気機器(九五％)、輸送用機器(九二％)、鉄鋼および精密機器(九一％)などの産業において、

九割をこえる高い普及率を示している。他方、建設業(三九％)および運輸・通信業(四九％)のほか、

製造業で木材・木製品(二九％)、なめし皮・毛皮(四一％)および家具・装備(四三％)などの産業で、

五割を下回る低い普及率となっている。形態別に適用労働者の割合の多い産業をみると、完全週

休二日制は、製造業では電気機器および輸送用機器(六九％)の産業で六割をこえ、鉄鋼(五五％)

および石油・石炭(五二％)の産業で五割をこえている。

週休以外の休日および夏季休暇

　週休以外の休日日数は、一企業平均一六・七日であり、前年(一六・五日)より〇・二日増加してい

る。これを企業規模別にみると、大企業は一六・九日(前年一六・八日)、中企業は一六・九日(同一



六・八日)、小企業は一六・六日(一六・四日)となっており、前年と比べていずれの企業規模でも増加

している。日数階級別に企業分布をみると、「一五日～一九日」とする企業数の割合が四三％(前年

四四％)ともっとも多く、ついで「二〇日以上」が三二％(三〇％)、「一四日以下」が二五％(二六％)の

順となっており、前年に比べると二〇日以上が増加している。これを企業規模別にみると、大企業は

「二〇日以上」が二九％(前年二六％)、「一五日～一九日」が四六％(四八％)、「一四日以下」が二

二％(二二％)、小企業では「二〇日以上」三二％(三〇％)、「一五日～一九日」が四一％(四二％)、

「一四日以下」が二七％(二八％)となっており、いずれの企業規模でも(一五日～一九日)がもっとも

多いが、「二〇日以上」とするものが「一四日以下」とするものより多くなっている。

　休日の種類別では、「国民の祝日」が九・四日(前年九・二日)、「年末年始の休日」が四・〇日(四・

〇日)、「夏季休暇用特別休日」が二・三日(二・一日)、「その他の休日」が一・二日(一・二日)となって

いる。
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